
7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

21,000

23,000

25,000

27,000

29,000

31,000

2019/12/14 2020/1/13 2020/2/12 2020/3/13

（ポイント）（ドル）

（年/月/日）

データ期間：2019年12月14日～2020年3月13日（日次）

ＮＹダウ（左軸）

ナスダック総合（右軸）

＜3日に続き緊急利下げを決定＞
 15日FRB(米連邦準備制度理事会 )は緊急の
FOMC(米連邦公開市場委員会)を開催し、政策金
利を1.00％引き下げ0.00～0.25％とし、当面0％
近辺に政策金利を留めることを決定しました。3日
の緊急利下げに続き、今月2度目の緊急利下げとな
ります。また、事実上の量的緩和政策の再開とな
る米国債などの7,000億ドルの資産購入を今後数
カ月に亘り行うことが決定されました。パウエル
議長から17～18日に開催予定であった定例の
FOMCは休止されることも発表されています。

 FOMCの緊急利下げと合わせて日・米・EU(欧州
連合)・英・カナダ・スイスの6中央銀行はドル資
金供給の拡充を発表しました。各国金融当局の協
調姿勢が改めて示されたことになります。11日に
は英イングランド銀行が緊急利下げを実施、12日
にはECB(欧州中央銀行)が資産購入額の拡大、13
日カナダ、16日ニュージーランドなどの中央銀行
が緊急利下げを実施し、感染拡大による景気減速
への対応策として各国が緩和的な金融政策を打ち
出しています。各国金融当局は協調して積極的な
金融政策対応を行っており、「切れるカードはす
べて切る」姿勢を示していると思われます。

＜米国議会は緊急支援策を下院で可決＞
 13日米トランプ大統領は新型コロナウイルス感染
拡大を受けて国家非常事態を宣言するとともに、
最大で500億ドルの政府予算を拡充し、検査や治
療に充てることを公表しました。米国議会では新
型コロナウイルス経済対策法案が14日下院で可決
されました。同法案は医療保険未加入者も対象と
した新型コロナウイルス無料検査や有給での病気
休暇などの包括支援策で、トランプ大統領とも合
意したことが公表されました。下院で多数派を握
る民主党が主導して取りまとめられた法案ですが、
共和党の救済策を含め両党は継続して協議を進め
ており、16日より休会予定であった上院でも審議
を行う旨が示されており、早急に上院でも可決さ
れることが想定されます。
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 FRBは1.00％の緊急利下げを決定。3日に続き2度目の緊急利下げとなる。
 各国中央銀行も相次いで緊急利下げなどの政策対応を行っており、米国政府も包括的な緊急支援策を打ち
出している。株式市場は落ち着きを取り戻せるか。

図表2：米国株式指数の推移

図表1：米国政策金利の推移

事実上の量的金融緩和再開となる7,000億ドルの資産購入も決定

＜世界株式の乱高下は収まるか＞
 米国株式市場(NYダウ)は、終値で前日比1,000～
2,000ドルの乱高下が続いており、13日は前日
2,300ドルを超える大幅下落の反動やトランプ大統
領の緊急支援策などを好感し、前日比で1,985ドル
高の23,185ドルで取引を終えています。世界各国
の株価も概ね同様の乱高下を繰り返しており、投
資家の先行き不透明感の表れと思われます。取引
可能な株価指数先物取引市場では、緊急利下げ後
も世界的な感染拡大が続いていることを嫌気し下
落しています。今後株式市場の乱高下がいつ止ま
り、落ち着きを取り戻せるかに注目が集まります。

出所）図表1、図表2はブルームバーグデータをもとにニッセイ
アセットマネジメントが作成
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